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滝川市営住宅等指定管理者業務仕様書 

 

滝川市営住宅、滝川市特定公共賃貸住宅及びこれらの共同施設（以下「市営住宅等」という。）の

指定管理者が行う業務の内容及びその範囲等は、この仕様書に定めるところによる。 

 

記 

 

１　市営住宅等の管理業務に関する基本的な考え方 

市営住宅等を管理運営するに当たっては、次の基本方針に沿って行うこと。 

(１)　滝川市の公の施設であることを常に念頭に置き、市民の福祉の増進に努め、市民の公平な利

用に供するよう管理運営を行うとともに、安心・安全な住環境の提供に努めること。 

(２)　市営住宅等の設置目的に基づき、適切な管理運営を行うこと。 

(３)　滝川市総合計画、滝川市住生活基本計画、滝川市公営住宅等長寿命化計画その他滝川市が定

める各計画の目標の達成その他の施策との整合を図りながら市営住宅等の管理運営を行うこ

と。 

(４)　サービス水準の維持向上に努め、安定的かつ継続的なサービスの提供がなされるよう管理運

営を行うこと。 

(５)　利用者や地域住民の声を常に把握し、市営住宅等の管理運営に反映させること。 

(６)　管理業務において取り扱う個人情報の保護を徹底すること。 

(７)　最少の経費で最大の効果を発揮するよう管理運営の効率化に努めること。 

 

２　市営住宅等の管理運営に関する業務 

(１)　職員に関すること 

ア　市営住宅等の管理責任者１名を配置すること。 

イ　市営住宅使用料等の収納、保管及び納付等については適正な管理が行うことができるよう、

出納責任者及び現金取扱者を配置（同一者としないこと。）すること。 

ウ　１級建築士又は２級建築士の有資格者を配置すること。ただし、専任、兼任の別は問わない

ものとする。 

エ　甲種防火管理者及び甲種危険物取扱者又は乙種第４類危険物取扱者の資格を有する者を配置

すること。 

オ　労働基準法（昭和22年法律第49号）その他の関係法令を遵守し、市営住宅等の管理運営に支

障のないように職員を配置すること。 

カ　職員の勤務形態は、市営住宅等の管理運営に支障のないように定めること。 

キ　職員に対して、市営住宅等の管理運営に必要な研修を実施すること。 

ク　常時、職員に身分証明書等を携帯させるなど、身分を明らかにすること。 

(２)　業務の実施体制に関すること 

ア　本業務を遂行するために必要な職員を確保し、業務の処理に適した執行体制を確立するとと

もに、入居者からの各種申請や問合せ等に迅速かつ的確に対応するため、滝川市内に事業所又

は事務所を設置し、常設窓口を開設するものとする。また、事務所の入り口等わかりやすい場

所に市営住宅等を管理する指定管理者である旨を表示した看板を設置すること。 

イ　指定管理者事務所の開所日及び開所時間は、平日の午前８時30分から午後５時15分までを基
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本として、指定管理者が滝川市の承認を得て定めるものとする。 

ウ　事業所又は事務所には、来所する利用者のための駐車場及び駐輪場を確保すること。 

エ　事業所又は事務所は、ユニバーサルデザインを基本とし、来所する利用者の使用に配慮した

ものであること。 

オ　事業所又は事務所を維持するために必要な費用は、指定管理者の負担とすること。 

カ　管理経費を適正に執行管理するための体制を確保し、専用口座の開設を整備すること。 

(３)　利用者等の要望・苦情処理 

管理業務の実施に関し、入居者その他の市民から要望、相談又は苦情（以下、「苦情等」と

いう。）があったときは、指定管理者の責任及び費用において、迅速かつ的確に対処するもの

とする。滝川市に管理業務に関する苦情等があったときは、これを引き継ぎ同様に対処するこ

と。また、指定管理者は、当該苦情等の内容、処理の経過及び結果について、随時滝川市に報

告し、再発防止のために入居者等へ苦情等の対応に関する通知を必要に応じて行うこと。 
なお、入居者その他の市民からの苦情等の内容が、管理業務の範囲又は指定管理者の権限を

超える事項に関するものであるとき、その他指定管理者が単独で対処することが困難であると

きは、速やかに、当該苦情の内容を滝川市に報告し、指示に従って対処するものとする。 

(４)　緊急時の対応に関すること 

夜間や休日等に発生する緊急的な修繕ほか、自然災害や事故など、入居者の生活に重大な影

響を及ぼす緊急的な事態に迅速かつ的確に対応するとともに、復旧・安全対策のために必要な

措置を速やかに講じること。 

ア　緊急の修繕や事故などへの対応に関する業務については、夜間並びに土曜日、日曜日及び祝

日を含めた24時間の対応体制を確保すること。 

イ　速やかに現地調査等により状況を把握し、適切な初期活動を行うこと。 

ウ　指揮命令系統を明確にし、連絡体制及び連絡網を整備すること。 

エ　入居者に対する緊急時の連絡先の周知を徹底すること。 

オ　緊急時の対応に当たっては、住民の安全を最優先に配慮した対策等の措置を講じること。 

カ　緊急修繕等の発注に当たっては、適正な業者の選定を行うこと。 

キ　夜間や休日等に発生した緊急修繕や事故について対応した場合は、速やかに滝川市に報告す

ること。 

ク　地震、火災、風水害等の災害及び事故による傷病等が発生した場合に迅速かつ的確な対応が

できるよう、防災計画その他の各種マニュアルを定めるとともに、日頃から訓練を行い、利用

者、職員等の安全確保を図ること。また、災害等の緊急事態が発生した場合には、被害が最小

になるように迅速かつ最善の対応をとるとともに、直ちに滝川市に報告すること。 

ケ　市営住宅等が滝川市地域防災計画における避難所・災害対策住宅又は国民保護に係る北海道

の指定を受けた避難所・災害対策住宅とされた場合には、指定管理者は、避難所の開設や管理

運営に協力すること。また、大規模災害に基づく市営住宅等の住戸確保の要請が市からあった

場合は同様に協力すること。 

(５)　公営住宅管理システムに関すること 

ア　市営住宅等の管理に当たっては、市が貸与する公営住宅管理システムを利用すること。 

イ　公営住宅管理システムの端末については、市のサーバーから当該端末までを専用回線で接続

することとなり、この場合における設置工事費や公営住宅管理システムのメンテナンス費等は

市が負担する。ただし、指定管理者の責めに帰すべき事由により公営住宅管理システムに不具

合が生じた場合は、指定管理者の負担により原状に回復すること。 
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ウ　市が貸与するクライアントＰＣへのソフトウェアの追加は、滝川市があらかじめ承認する場

合を除き認めないこととする。 

 

３　市営住宅等及び設備の維持管理に関する業務 

(１)　利用者が安全かつ快適に利用できるよう、市営住宅等の清掃や環境衛生の管理を行い、市営

住宅等の保全及び美観を維持すること。また、屋根雪による人、物及び市営住宅等への被害が

ないよう降雪量に応じて雪下ろし業務を実施すること。なお、これらの業務の実施に関する標

準的な内容は、別表第１に定めるところによる。 

(２)　市営住宅等の適正な管理運営のため、消防用設備、昇降機設備、その他付属設備の保守管理

及びこれらの設備等の巡視点検（消防法（昭和23年法律第186号）に基づく消防用設備及び防火

対象物の定期点検を含む。）を行うこと。なお、これらの業務の実施に関する標準的な内容

は、別表第２に定めるところによる。 

(３)　次の法定点検等の管理業務を行う上で関連する法規がある場合はそれらを遵守すること。 

ア　消防法に基づく消防用設備の点検 

イ　消防法に基づく防火対象物点検 

ウ　建築基準法（昭和25年法律第201号）に基づく昇降機点検 

エ　アからウまでに掲げるもの以外の必要な法定点検等 
(４)　地下貯油槽の定期点検、漏えい検査を行い、市営住宅等及び環境の保全を維持し、事故防止

に努めるほか、公害、災害が発生するおそれがある場合は適切な措置を講じること。なお、こ

れらの業務の実施に関する標準的な内容は、別記に定めるところによる。 
(５)　駐車場及び外構設備の適切な維持管理を行うこと。なお、これらの業務の実施に関する標準

的な内容は、別表第３に定めるところによる。 

(６)　事務手続に関する標準的な内容及び処理区分は、別表第４及び別表第５に定めるところによ

る。 

(７)　滝川市が備え付ける備品（事務機器を含む。）については、別表第６に定めるところによ

る。なお、備品の管理については善良な管理者の注意をもって管理するとともに、前項(５)に

定める公営住宅管理システム以外の備品について、破損等が生じた場合は指定管理者の負担に

おいて随時原状あるいは事実上支障のない状態まで回復すること。 

 

４　市営住宅等の修繕に関する業務 

入居者の生活に支障を及ぼすことがないよう、修繕や保守点検などの施設管理を的確に行うとと

もに、常に市営住宅等の状況の把握に努め、必要に応じて修繕・改善を行い正常な状態を維持する

こと。 

指定管理者は、入居者からの修繕依頼のほか、自らの巡回により破損等の箇所を把握し、速やか

に必要な修繕を行うこと。 

(１)　指定管理者が行う修繕の範囲 

ア　一般修繕 

市営住宅等（付帯設備、外構を含む。）の全てを対象とした修繕で、劣化等、不特定の時期

に発生する不具合、破損に対してその都度実施する必要がある修繕で低下した性能又は機能を

原状あるいは事実上支障のない状態まで回復させるもの 

イ　退去修繕 

入居者から退去の申出があった住戸において、次の入居者を入居させるための修繕及び強制
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執行や無断退去等により空き家となった住戸の修繕で原状に回復するもの 

ウ　計画修繕　上記以外の修繕で別表第７に記載した修繕 

 

(２)　費用負担の原則 

ア　経年劣化及び通常の使用による住宅の損耗等の復旧は指定管理者の負担で行うこととする。

ただし、市営住宅入居のしおり及び入居契約書において入居者が修繕の義務を負う部分につい

ては入居者負担とする。 

イ　入居者の故意又は過失、通常の使用方法に反する使用等による住宅（付帯設備、備品等を含

む。）の損傷・汚損及び一部又は全部を紛失したりする等、入居者の責任により生じた損耗等

の復旧費用は入居者負担とする。 

ウ　入居者が設置した棚、設備（エアコン、洗浄機能付き便座等）、家具・家財等の撤去・処分

及び原状と異なるものに変更したものの原状回復費用は入居者負担とする。 

エ　共用部における一般修繕は指定管理者の負担で行うこととする。ただし、共用階段や廊下の

電球及び蛍光管の交換は入居者で結成する自治会負担とする。 

オ　共同施設に係る一般修繕については指定管理者の負担とする。 

(３)　実施に当たる留意事項 

ア　市営住宅等及び設備全般について、破損、故障等が発生した場合又は短期間のうちに確実に

破損、故障等が発生すると見込まれる場合は、速やかに修繕等を行うこと。また、修繕等を行

った場合は、実施内容について滝川市に報告すること。 

イ　計画修繕について、別表第７のとおり年次毎の計画修繕を実施し当該年度内に完了するこ

と。ただし、事前に計画修繕を実施する年度の変更の協議を滝川市と行い、滝川市がこれを認

めた場合は実施の年度を変更することができるものとする。この場合、別に定める指定管理代

行負担金の支払時期及び支払金額は別途協議することとする。 

ウ　計画修繕が完了した翌月の実施状況報告には、完了した状況のわかる写真を添付すること。 

エ　第１号及び第２号において特別な事情がある場合に、設備等の仕様変更を行うことができ

る。なお、仕様変更を行う場合は滝川市と事前協議を行うこと。 

オ　退去時において、入居時（退去修繕後）の状況がわかるように、入居前（退去修繕後）の写

真を部屋ごとに撮影し保存すること。また、傷など未補修のままで賃貸する場合は、その部分

がわかるように写真で保存すること。 

カ　新規入居待機者に対する迅速な入居の確保と効率的な管理運営を図るため、退去修繕は概ね

１か月以内に完了するように努めること。 

 

５　市営住宅使用料等の収納に関する業務 

市営住宅使用料、市営住宅駐車場使用料、敷金及び証明手数料に係る現金領収及び納付指導（相

談を含む。）の収納業務については、指定管理者として指定した団体と別途収納業務委託契約を締

結することとする。ただし、当該収納業務の予算に係る議会の承認を得られなかった場合において

は、この限りではない。なお、収納業務に関する標準的な内容及び処理区分は、別表第８及び別表

第９に定めるところによる。 

指定管理者は、滝川市と連携をとりながら現年度分及び滞納繰越分の市営住宅使用料及び市営住

宅駐車場使用料の滞納額の解消に努めるとともに、次に掲げる収納率を上回るよう必要な対策を講

じること。 
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６　市営住宅等の管理運営に関する業務に付随する業務 

(１)　事業計画 

指定管理者は、次に掲げる計画書類を協定で定めるところにより提出するほか、滝川市が要

求する計画書類については、適宜提出すること。 

ア　毎年度開始前に提出する報告書類 

(ア)　当該年度の管理業務の実施に係る計画書（修繕工事の実施計画、環境への配慮に係る取

組計画等） 

(イ)　当該年度の管理に係る収支予算書 

イ　事業の実施に係る事前承認 

事業計画に沿って事業を実施するに当たり、その詳細事項について、滝川市の承認を得るこ

と。なお、事業の内容変更及び自主事業の取扱いについても、同様とすること。 

(２)　事業報告 

指定管理者は、次に掲げる報告書類を協定で定めるところにより提出するほか、滝川市が要

求する報告書類については、適宜提出すること。 

ア　毎年度終了後に提出する報告書類 

(ア)　当該年度の管理業務の実施状況報告書（管理業務関係、収納業務関係、修繕業務関係

等） 

(イ)　当該年度の管理に係る収支決算書 

(ウ)　利用に係る各種統計書類 

(エ)　当該年度の団体の経営状況を説明する書類（収支（損益）計算書、貸借対照表等） 

イ　毎月終了後に提出する報告書類 

当該月の管理業務の実施状況報告書（管理業務関係、収納業務関係、修繕業務関係、市営住

宅等の利用状況、管理運営費収支状況等） 

※業務日報、経理日報、帳簿その他の毎月の収入状況が確認できる書類を持参すること 

(３)　市営住宅管理人に関すること 

ア　市営住宅監理員（公営住宅法（昭和26年法律第193号）第33条第１項の規定に基づき、滝川市

営住宅条例（平成９年滝川市条例第11号）第52条において滝川市長が任命する者をいう。）の

職務を補助する市営住宅管理人の業務を担うものとする。 

イ　市営住宅管理人は、市営住宅監理員の指示を受けて、修繕すべき箇所の報告、入居者との連

絡等の事務その他滝川市営住宅条例施行規則（平成９年滝川市規則第28号）第23条に規定する

職務を行うこと。 

(４)　管理業務の範囲外の業務に関すること 

ア　自主事業は、市営住宅等の有効な利用を促進し、入居者の福祉と文化に寄与するためのもの

であること。 

イ　自主事業は、料金設定が高額とならないようにすること。 

ウ　自主事業の実施内容については、事業計画書に記載すること。 

(５)　広報業務 

指定管理者は、市営住宅等のＰＲや情報提供のため、滝川市と連携しながら、リーフレッ

 現年度分の収納率 滞納繰越分の収納率

 市営住宅使用料 99.00％ 30％

 市営住宅駐車場使用料 99.00％ 60％
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ト、情報誌の作成、インターネットホームページの開設・更新を行うこと。 

(６)　利用者ニーズの把握、利用者等へのアンケートの実施及び業務の改善 

指定管理者は、利用者を対象にWEBアンケート又は、窓口にアンケート用紙を設置するなどの

方法でアンケートを実施しなければならない。さらに、利用者等の意見・要望を把握し、業務

改善等管理運営に反映するよう努めること。なお、アンケート結果及び業務改善状況について

は、随時滝川市に報告すること。また、適宜事業評価を実施し、業務の改善に努めること。 

(７)　人材の育成 

管理業務の従事者に対して業務上必要とされる研修、指導教育を実施し、管理に支障が及ば

ないよう万全を期すること。 

(８)　調査、指示等 

滝川市は必要に応じて指定管理者に対して当該業務又は経理の状況に関し報告を求め、実地

に調査し、又は必要な指示を行うことがある。指定管理者は、滝川市から指示があった場合に

は、速やかに改善を行うこと。 

(９)　監査委員による監査 

市長が要求するとき、又は監査委員が必要と認めるとき、指定管理者が行う市営住宅等の管

理業務に係る出納関連の事務については、市の監査委員の監査の対象となる。この監査結果に

より指摘事項等があった場合には、速やかに改善を行うこと。 

(10)　滝川市と関係機関との連絡調整 

ア　滝川市との連絡調整 

管理業務は、後日、滝川市と締結する協定に基づき実施することとなるが、協定書に定めの

ない事項及び管理上疑義を生じた場合は、滝川市と協議の上これを決定するものとする。な

お、市営住宅等の管理運営に係る各種規定、要綱、マニュアル等を作成する場合は、滝川市と

協議すること。 

イ　関係機関との連絡調整 

市営住宅等の管理業務の遂行に当たっては、利用者団体、地元町内会等との良好な関係を維

持するとともに、必要に応じ連絡調整を行うこと。 

(11)　市主催行事等への協力 

ア　必要な範囲において滝川市若しくは教育委員会又はこれらが関係する実行委員会が実施する

事業への協力及び滝川市又は教育委員会が出席を要請する会議への参加をすること。 

イ　公職選挙法（昭和25年法律第100号）第41条に基づく投票所として共同施設（児童遊園を除

く。）を使用する場合については、指定管理者は、滝川市選挙管理委員会が行う投票所の開設

及び管理運営に協力すること。 

(12)　引継ぎ業務 

ア　指定管理者は、滝川市の指示により、業務の開始前までに事務の引継ぎ及び各業務の習得を

行うこと。なお、事務引継ぎ等に係る費用については、指定管理者の負担とすること。 

イ　指定管理者は、指定期間の満了の日までに、必要な事項を記載した業務引継ぎ書等を作成

し、新たな指定管理者との間で、円滑かつ支障なく市営住宅等の管理業務を実施できるよう、

適正な業務引継ぎを行うこと。また、新旧指定管理者は、業務引継ぎの完了を示す書面を取り

交わし、その写しを滝川市に提出すること。 

(13)　その他管理運営に関し必要な業務 

管理運営に関する必要な許認可等の取得及び監督官庁への届出義務を行うこと。


